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１．要旨 
日本と EU が、１９７０年代から徐々にではあるが、着実に関係を深めてきた
過程を、安全保障分野における交流（ダイアローグ）を分析することで描き出
した。交流を、日本政府と EU 代表部による宣言という言説レベルでの進展と、
実際の協力関係をたどるという二つのレベルで論じる。 
 
２．構成 
序章 
第１部 EU・日本の安全保障・交流における安全保障概念と共同宣言の進展 
第１章 冷戦期おける EC・日本の安全保障をめぐる交流（1959－1990） 
第1節 冷戦期日本における安全保障の概念化 
第2節 冷戦期ヨーロッパにおける安全保障の概念化 
第3節 冷戦期における日本・EC の安全保障交流 
第２章 ハーグ宣言と EU・日本の安全保障交流への影響（1991－2000） 
第1節 1990 年代日本における安全保障の概念 
第2節 1990 年代 EU における安全保障の概念化 
第3節 1990 年代における日本・EU の安全保障交流 
第３章 激動の時代：日本・EU 安全保障交流 2001－2006 
第1節 2001－2006 日本における安全保障の概念 
第2節 2001－2006 EU における安全保障の概念化 
第3節 2001－2006 日本・EU の安全保障交流 
第２部 日本・EU の安全保障・交流における共通利益：共同での活動の分析 
第４章 エコシステム保持のための総括的努力：環境分野における日本・EU 安
全保障交流 
第1節 初期の協力関係における総括的アジェンダ 
第2節 京都議定書とポスト京都アジェンダ 
第５章 安全な未来へ向けて：科学、技術、エネルギー分野における日本・EU 
安全保障・交流 
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第1節 1990 年代における科学、テクノロジーにおける安全保障交流の開始
と発展 
第2節 多岐にわたる包括的アジェンダ：2000 年代半ばまでの安全保障交流 
第６章 経済的手段による平和と安定の促進：日本・EU の安全保障交流におけ
る開発援助 
第1節 開発援助の安全保障化、日本の ODA へのヨーロッパの参加、湾岸危
機、旧ソ連への援助 
第2節 1990 年代半ば地理的、活動範囲の拡大：食糧安全保障とアフリカ 
第3節 1990 年代から 2000 年代半ばにおけるグローバル・チャレンジについ
ての多国間、多層的アジェンダ 
第７章 危機管理のける日本と EU の活動：共同行動 
第１節 安全保障・交流における地理的範囲 
第２節 地球規模の活動 
結論 
 
３．内容 
序章において、本論文が対象とする「安全保障」概念の定義を試みる。本論
分では、客観的あるいは学問的に安全保障概念の定義を試みるのではなく、ブ
ザンが述べるように、主体(アクター)が定義することが安全保障概念になりうる
という定義を、その分析の根幹とする。その上で日本と EU それぞれの主体が
自国の安全保障をいかに定義してきたかをたどることで、各国の安全保障概念
を探り出す。さらに、安全保障をめぐる交流を、日本と EU が共同宣言などで
どのように規定しているかという言説（認識）上のレベルと、実際の共同活動
が進展して行く過程という二つのレベルから考察する。 
第 1 章では、冷戦期に日本と EU がどのように安全保障を定義したかを論じ、
日本は「通商国家」、EU は「シビリアンパワー」としての概念を発展させてき
た。1950 年代、1960 年代には、日本と EU の間で実際の関係構築はほとんど
進展しなかったが、1973 年の田中角栄総理のヨーロッパ訪問以後、科学、テク
ノロジー、環境などの分野で協力関係をめざす意見の交換が始まった。 
第 2 章では、冷戦後、日本が「人間の安全保障」概念を表明することで、ヨ
ーロッパの、「シビリアンパワー」という概念が共振する可能性が開かれたこと
を示した。また、冷戦後の国際環境の変化という中で、1991 年 7 月海部首相が
ヨーロッパを訪問した際に、共同宣言としてハーグ宣言がなされたことは、日
本・EU 関係強化への大きな進展であった。当時、EU 側の日本に対する貿易不
均衡が存在したにもかかわらず、冷戦期とは異なり、全体としての関係悪化に
は至っていない。 
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第 3 章では、２１世紀に入り、日本が「人間の安全保障」概念をさらに発展
させ、ヨーロッパも個人の人権保障という側面から安全保障概念をさらに包括
的に捉える傾向が出てきた。このように二者の安全保障概念にはさらに重なる
部分が増えてきた。実際に、両者の宣言において、アクション・プランが採択
され、1980 年代以降、単発的に行われてきた活動を明確に文書にして残す作業
につながった。武器不拡散、軍縮、紛争予防、平和構築、環境、エネルギー分
野での協力関係が明文で約されるものとなった。 
第４章では、環境分野における日本と EU の協力が、「シビリアン」という概
念に沿うものであり、1990 年代初頭まで徐々に UN サミットや京都議定書など
の多国間枠組で進展を見せてきた。ARGO プロジェクト、廃棄物管理について
の情報校間、最近では３R プロジェクト（水、エネルギー、自然資源）などの
色々なプロジェクトへと発展を見せてきた。 
第５章では、日本と EU の科学・テクノロジー分野における協力が、1990 年
の Agreement on Nuclear Safeguard Research and Development の締結によ
って開始され、それが多国間レベルにも広がりを見せ、たとえば、Human 
Frontier Science Program や Intelligent Manufacturing System (IMS) 
program などへの参加にもつながったことを論じた。しかも、このような現
実での交流の進展は、2001 年１０月のアクション・プラン以降、共同の活動が
進展したことを論じた。 
第６章では、当初、中欧、東欧での協力関係に始まった援助計画が、湾岸戦
争期の援助の調整、ソ連の崩壊後は旧ソ諸国での援助関係で協力、アフリカで
の食糧援助などへと発展していた過程を論じている。現在での援助をめぐる人
員交流などへとつながっていることも示した。 
第７章では、カンボジア、中東、北朝鮮、旧ユーゴ、東ティモール、アフリ
カ、アフガニスタン、イラクという事例において、危機管理分野で協力関係を
発展させてきたことを論じた。たとえば、旧ユーゴでは日本と EU は対人地雷
の除去を協力しておこなった。冷戦以後、危機管理領域において、日本と EU
の協力による活動が広まり発展してきたことを示している。 
結論では、EU・日本関係をゆるやかに進展させてきた安全保障での交流の意
義を評価し、本論での内容をふまえ、今後 EU・日本の関係のさらなる関係強化
へ向けての障害となる要因、またその解決への模索を志向する。 
 
４．評価 
まず、評価されるのは、EU と日本が安全保障分野で協力・交流を深めてきた
ことを、双方のアクターが有する安全保障についての自己規定（安全保障をい
かにそれぞれのアクターが規定するか）、そして、それがお互いに対するイメー
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ジや共同宣言の中でどのように発展するかと言う認識レベルから分析し、さら
にそのような認識レベルがどのように現実に発展したかという現実の政策レベ
ルから分析するという二元的な分析枠組を示したことである。これまでの先行
業績においては、EU と日本の関係の深化は、お互いの交流の制度化にあるとい
った議論はなされていたが、本論文のように、認識―政策という二元的枠組か
ら論じたものはなかった。オリジナルなアプローチを提示し、それに基づき本
論を詳細に組み立て、議論を展開したことが評価される。 
第２には、認識―政策レベルという分析枠組に基づいた研究であることから、
この研究が、コンストラクティヴィズムにおいて実証研究による論証が少ない
といった批判にこたえるものとなっている。これまで、コンストラクティヴィ
ズムから EU を研究する際には、理論的枠組をいかに実証研究により論証し、
理論の妥当性を検証するかが問題だと指摘されていた。本研究による安全保障
についての自己概念規定とそれが実際にどのように発展していくかをたどった
実証は、この指摘に答える可能性を示している。 
第３には、実証研究として豊富な資料が用いられ議論が展開されていること
である。EU 文書あるいは、政策担当者のインタビューが用いられており、日本
における EU 代表部でのインターン、ブラッセルの EU 本部やフィレンツェの
EU 研究所での資料収集などによって、きわめて豊富な情報量を含むものとなっ
ている。 
第４には、先行業績が二一世紀以後を扱ってはいないので、本研究は、安全
保障研究分野における日本・EU 関係史としては、包括的な業績となっている。
実体としての日本・EU 関係において、これほどの協力関係をゆるやかではある
が多岐にわたり構築してきたことが示されており、ある意味では日本外交の多
面性（日米、アジア関係のみではなくヨーロッパとの関係強化）をも、結果と
して示すものとなっており、非常に興味深い。 
第５には、論文の体裁としても、文章、構成、注（７７６個）、参考文献など、
丁寧かつ緻密に仕上がっており、博士論文として完成度は高い。 
以上のように評価される点は多いが、審査の過程で以下のような点も指摘さ
れた。 
序章における安全保障についての概念設定は、明確な概念設定をせずにアク
ター自体に語らせるというのが著者の意図とはいえ、もう少しその点をしっか
りと提示した上で議論を深める必要がある。 
第１部の安全保障の概念と共同宣言における言説レベルでの分析と、第２部
の実際の協力活動の進展を関係付ける分析との関係性についての検討が、結論
においてより明確になされると、理論面での貢献がより明確になる。 
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５．結論 
いくつか議論をさらに深める点は指摘されたが、本論文が日本・EU 間におけ
る安全保障関係の発展を重層的・包括的に論じたことは評価されるものであり、
博士論文審査委員会は博士の学位授与を提案する。 
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